
Ⅰ類 A 事務

事  務　専  門  問  題
平成29年５月施行　　職員採用試験

指示があるまで開いてはいけません。

注　意
1. 問題と解答用紙は別になっています。必ず解答用紙に解答してください。

2. 問題は５題あります。そのうち１題を選択して解答してください。

3. 解答時間は２時間30分です。

4. 解答に当たっては、解答用紙の表紙に記載された注意をよく読んでください。

5.  この冊子は持ち帰ることができますが、解答用紙は絶対に持ち帰らないで

ください。

6.  問題のページは、次のとおりです。

 　公　　法・・・・１ページ～４ページ

 　民 事 法・・・・５ページ～７ページ

 　経済原論・・・・９ページ～12ページ

 　財 政 学・・・・13ページ～14ページ

 　公共政策・・・・15ページ～16ページ



公法

Ｙ市は、明治初期から耕作地としての開拓が始まった地域であり、現在でも豊かな

自然と、肥沃な農地のある地域である。Ｙ市のＡ地域には、約50の世帯があり、Ａ

町内会が形成されていた。Ａ町内会は、Ａ地域の良好な地域社会の維持及び形成に資

することを目的とした地域的活動を行う町内会組織であって、宗教的活動を行うこと

を目的とする団体ではなかった。

ところで、Ａ地域の土地１内の東側には、Ｂ神社が存在した。Ｂ神社は、法人格を

持たず、組織・活動等について定めた規約もなく、神職も常駐していない。ただし、

Ａ地域でＢ神社を信仰する住民（以下、「氏子集団」と呼ぶ。）の話合いによって選任

された総代及び会計係各１名が、氏子集団から会費を集め、例大祭の準備活動をする

など、神社の維持運営に関する事務を行っている。Ａ町内会とＢ神社の氏子集団は、

別個の存在であり、会計も別に管理されていた。また、Ａ町内会の会員のほとんどは、

Ｂ神社の氏子集団に属している。

Ａ町内会の会員の信仰と、Ｂ神社の状況は以下のとおりである。

【Ａ町内会の世帯数とＢ神社の氏子集団の関係】

Ａ町内会の世帯数 50

Ｂ神社の氏子集団の世帯数 45（この全世帯がＡ町内会に参加）

土地１は、元々Ａ地域に存在したＡ集落会（Ａ町内会の前身）が実質的に所有する

土地として地域住民に利用されていたが、形式的には地域住民らの個人名義で登記さ

れていた。Ａ地域の住民らは、明治27年、Ａ集落会の許可を得て、土地１上に五穀

豊穣を祈願してＣ神を祭神とする祠
ほこら

を建立した。

Ｙ市は、昭和10年、Ａ集落会から土地１内の西側に、Ａ小学校の教員住宅を建設

してほしいとの要望を受けた。Ｙ市は、これを受け、土地１全体の寄附を受け、所有

権移転登記を完了し、教員住宅を建設した。

この教員住宅は昭和50年に、Ａ小学校の閉校を経て、取り壊されることとなった。

また、この頃、Ａ集落会は解散し、新たに、Ａ町内会が結成された。Ｙ市は、これに
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伴い、昭和51年４月、土地１の管理目的を児童公園としてＡ町内会の用に供するこ

とに限定して、その管理を無償でＡ町内会に委託した。なお、当時、土地１上にはＢ

神社の施設のほか、農協倉庫や青年会館が存在し、また、土地１の一部は児童公園と

しても利用されていた。以後、土地１は、Ａ町内会が自主的に管理活用してきた。そ

の後、上記の倉庫、会館及び公園は取り壊されるなどして現在は存在しない。

こうして、Ｙ市有地である土地１がＡ町内会に無償で提供され、Ｂ神社の施設が設

置される状況が生じた。このような経緯があるため、Ｂ神社の氏子集団は、神社が存

在する土地についての固定資産税や賃料などを一切負担していない状況にある。なお、

Ｂ神社の会計は、以下のような状況である。

【Ｂ神社の平成28年度の会計状況】

また、土地１は、Ｙ市有地のため固定資産税は発生していないが、仮に、Ａ町内会

やＢ神社の氏子集団の所有地として税を負担させる場合には、年額にして100,000円

程度と試算されている。

Ｙ市の組織内では、教員住宅が存在しなくなった以上、神社用地の固定資産税を負

担させていないのは不適切であるとの批判もあった。しかし、歴代のＹ市長は、Ａ町

内会やＢ神社の氏子集団が土地１の固定資産税を負担することは困難であろうと考

え、土地１についての状況を放置したままにしてきた。

収入 支出

氏子集団各世帯からの会費

　1,000円×45世帯＝45,000円

前年度繰越金

　　　　　　　　　　20,000円

合計

　　　　　　　　　　65,000円

初詣対応費

　　　　　　　　　　　　25,000円

秋の例大祭費用

　　　　　　　　　　　　10,000円

清掃費用

　　　　　　　　　　　　  5,000円

合計

　　　　　　　　　　　　40,000円
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平成29年、Ｙ市民であるＸは、市有地上に神社の祠が存在し祭事に利用されてい

ることは、憲法第89条に違反しており、一部の市民に不審を抱かせるものでもある

から、Ｙ市はＢ神社の撤去や、土地１をＡ地域の住民に譲与するなどの方策を講ずる

必要があると主張し、土地１について上記のような方策を講じないことは、財産管理

を違法に怠るものであるとして地方自治法第242条の２第１項第３号に基づき住民訴

訟を提起した。

以上の事実を前提に、【問題】に解答せよ。

【問題】

 次の（1）から（3）までの問いに答えよ。

（1） 　地方自治法は、本問のような住民訴訟を提起する前に、ある手続を踏むことを

要求している。その手続の名称を解答せよ。また、それはどのような手続か、10

行以内で簡潔に説明せよ。

（2） 　憲法第89条は、①どのような趣旨に基づき、②どのような行為を禁じた規定で

あるか、説明せよ。

    また、本問のＹ市の行為が、憲法第89条が禁止する行為に該当するかどうかを

判断する場合、③どのような判断基準でそれを判断すべきか、④その基準を用い

る理由とともに説明せよ。

　　　（①→②→③→④の順に記述すること。）

（3） 　Ｙ市長は、Ｘの請求が裁判所により認容される可能性があるか、Ｙ市の担当者

に検討を求めた。あなたがＹ市の担当者ならば、どのように回答するか。（2）の

答えを踏まえ、請求認容の可能性がどの程度あるかについて、そのように考える

理由とともに説明せよ。
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【参考条文１：日本国憲法】

第20条　信教の自由は、何人に対してもこれを保障する。いかなる宗教団体も、国

から特権を受け、又は政治上の権力を行使してはならない。

２　何人も、宗教上の行為、祝典、儀式又は行事に参加することを強制されない。

３　国及びその機関は、宗教教育その他いかなる宗教的活動もしてはならない。

第89条　公金その他の公の財産は、宗教上の組織若しくは団体の使用、便益若しく

は維持のため、又は公の支配に属しない慈善、教育若しくは博愛の事業に対し、こ

れを支出し、又はその利用に供してはならない。

【参考条文２：地方自治法第242条の２第１項（一部抜粋）】

（住民訴訟）

普通地方公共団体の住民は、……裁判所に対し、……訴えをもつて次に掲げる請求

をすることができる。

一　当該執行機関又は職員に対する当該行為の全部又は一部の差止めの請求

二　行政処分たる当該行為の取消し又は無効確認の請求

三　当該執行機関又は職員に対する当該怠る事実の違法確認の請求

四 　当該職員又は当該行為若しくは怠る事実に係る相手方に損害賠償又は不当利得

返還の請求をすることを当該普通地方公共団体の執行機関又は職員に対して求め

る請求。ただし、当該職員又は当該行為若しくは怠る事実に係る相手方が第243

条の２第３項の規定による賠償の命令の対象となる者である場合にあつては、当

該賠償の命令をすることを求める請求
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民事法

次の【問１】及び【問２】に解答せよ。

【問１】

不動産事業を営むＡは、配偶者Ｂ、Ｂとの間の子Ｃと共に生活し、ＢとＣを扶養し

ている。平成27年11月11日にＢが病気で死亡した当時、Ｃは15歳であった。

以上を前提として、次の［小問１］及び［小問２］に解答せよ。なお、各小問はそ

れぞれ独立した問題であり、他の小問を前提とせず解答すること。

［小問１］

Ａは、事業の失敗により多額の債務を負っていたところ、平成28年12月５日、Ｄ

の運転する自動車に衝突されて死亡した。この事故の原因はＤの運転上の不注意によ

るものであった。

この場合において、Ｃは、Ｄに対し、どのような法的根拠に基づき、いかなる損害

の賠償を請求することができるか。ＣがＡの相続について、①単純承認をした場合、

②相続の放棄をした場合、に分けて検討せよ。

［小問２］

Ｃは、平成28年３月25日に行われたＢの遺産の分割により、Ｂの所有していた甲

土地を単独で取得した。その後、甲土地はＣの登記名義になっているが、Ｃが未成年

であることから、Ｃの親権者であるＡが甲土地の管理を行っている。

Ａは、Ｂが病没したことによる寂しさを遊興で紛らわすようになり、そのことが原

因で多額の借金を抱えたことから、平成28年７月、借金の返済について旧知のＥに

相談した。Ｅは、「Ｆ銀行から1,500万円を借りることになっているが、Ｆ銀行に提

供する担保がなくて困っているので助けてもらえないか。もし助けてくれたならば、

資金面でＡを援助してあげてもよい。」とＡに申し出た。Ａは、上記借金の返済に必

要な資金を調達するためにはＥの申出に従うのが得策であると判断し、Ｃの承諾を得

ずに、ＥのＦ銀行に対する債務の担保として甲土地を提供しようと考えた。
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平成28年９月５日、Ｆ銀行が1,500万円をＥに貸し付け、それとともに、Ａは、Ｃ

の代理人として、Ｆ銀行との間で、ＥのＦ銀行に対する上記貸付債務を担保するため

に、甲土地に抵当権を設定する旨の契約を締結し、この契約に基づいて甲土地に抵当

権設定登記がなされた。

この場合におけるＣとＦ銀行との法律関係について論ぜよ。
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【問２】

Ｘが、Ｙに対し、金銭消費貸借契約に基づく貸金返還請求として1,000万円の支払

を求める訴訟を提起した。この訴訟の第１回口頭弁論期日において、Ｘは、「Ｙは、

平成28年４月７日、自宅建築資金の不足分を補うため、Ｘに対し1,000万円を貸して

くれるよう申し込み、Ｘはこれに応じて、同日、弁済期を同年９月末日として定めて、

1,000万円を貸し付けたが、弁済期が到来してもＹは支払わない。」と主張した。こ

れに対し、Ｙは、第１回口頭弁論期日において、「1,000万円の貸付けの事実につい

て否認する。貸付けがあったとされる当時、自宅建築資金が不足していたということ

はない。」と主張した（なお、以下、この1,000万円の貸付けを「本件金銭消費貸借

契約」という。）。

［小問１］

Ｘは、第２回口頭弁論期日において、Ｙの署名及び押印がされた、Ｘ宛ての1,000

万円の借用書（平成28年４月７日付け）を証拠として提出した。これに対しＹは、「借

用書の成立の真正は否認する。署名は自分の字ではない。しかし押印は自分の実印に

よるものである。」と陳述した。この場合、上記借用書を本件金銭消費貸借契約締結

の証拠として用いるための訴訟法上の問題点について論ぜよ。

［小問２］

裁判所は、証拠調べの結果、「Ｙは、自宅建築資金としてではなく、当時Ｙが経営

していた会社の運転資金に充てるため、平成28年４月７日、Ｘに対し1,000万円の借

り入れを申し込み、Ｘはこれに応じて、同日、弁済期を同年９月末日として定めて、

1,000万円を貸し付けた。」という事実が認められるとの心証に達した。裁判所は、

上記の事実をそのまま判決で認定することができるか。その場合に考えられる訴訟法

上の問題点について論ぜよ。
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（このページは余白です。）
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経済原論

次のⅠ～Ⅳに答えなさい。なお、各設問については、指示がある場合を除き、計算

経過を必ず記載し、割り切れない場合は分数で、また、有理数の指数の場合は計算せ

ず、そのままの数値でよい。

I 　無裁定条件に関連する以下の問いに答えなさい。ただし、将来に不確実性はなく、

経済主体はリスク中立的とする。

（1）　10年間の資金運用に当たって、２種類の運用方法を考える。第１の方法は、10

年物の長期国債（割引国債）で10年間運用する方法である。名目利子率はi10（年

率、複利）とする。第２の方法は、１年物の短期国債の購入を１年ごとに繰り返

す方法である。n年後（n=0,1,…,9）に購入する１年物短期国債の名目利子率は

i1,n（年率）とする。期間中に支払われるクーポンはない。このとき、２つの運用

方法の無裁定条件を求めなさい。

　　また、仮に９年後、１年物短期国債の名目利子率i1,9が１％上昇する場合、長期

国債の名目利子率i10はおおむね何％変化するか、答えのみ記しなさい。

（2）　国境を越えた２国での資金運用に当たって、２種類の運用方法を考える。第１

の方法は、国内市場（円）で運用する方法である。国内の名目利子率は年率 i と

する。第２の方法は、外国市場（ドル）で運用する方法である。外国の名目利子率

は年率 iFとする。為替レートは、現時点では e0（円/ドル）、１年後は e1（円/ドル）

とする。このとき、２つの運用方法の無裁定条件を求めなさい。

　　さらに、外国の名目利子率が上昇する場合、国内の名目利子率及び１年後の為

替レートは不変とすると、現時点の為替レートは円高（増価）になるか、円安（減

価）になるか、解答した無裁定条件に基づき、答えなさい。

（3）　資本構成のみが異なる２つの企業Ａ社、Ｂ社への投資を考える。Ａ社は、借入

れがなく、企業価値はVAであり、毎期Xの収益を上げている。Ｂ社は、LBの社債

発行（借入れ）をしており、株式時価総額はSB、企業価値はVB=LB+SBとする。

Ｂ社も、Ａ社と同じく、毎期Xの収益を上げている。ここで、第１の投資方法と

して、Ａ社の発行済み株式のθ（0<θ<1）の割合を取得する、すなわち、θVA
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だけ投資する。第２の投資方法として、Ｂ社の発行済み株式と社債のそれぞれθ

の割合を取得する。社債における今期から来期にかけての名目利子率はRとする。

このとき、２つの運用によって得られる来期の収益をそれぞれ求めなさい。

　　次に、２つの運用における今期の投資額を比較し、無裁定条件を求めなさい。

II 　次のような経済成長モデルを考える。

　　　　Yt=K
α
t-1 （At Lt ）

1-α   （i）

　　　　Kt=（1－δ）Kt-1+It   （ii）

　　　　It  =sYt    （iii）

　　　　Lt =（1+n）Lt-1   （iv）

　　　　At=（1+ ）At-1   （v）

 ここで、t =0,1,2…は離散時間を表し、Yt 、Lt 、Atは、それぞれ t 期における生産、

労働、技術水準を表し、Ktは、 t 期末における資本ストックを表す。パラメータ

α（0<α<1）、δ（0<δ<1）、 s（0<s<1）、 n（n 0）、 （ 0）は、それぞれ資本

分配率、減耗率、貯蓄率、労働成長率、技術水準成長率を表す。このモデルに関して、

以下の問いに答えなさい。

（1）　（i）、（ii）、（iii）は何を表す式か、それぞれ１行以内で簡潔に説明しなさい。

（2）　kt-1=
Kt-1
At Lt 

として、ktの動学方程式を求めなさい。

（3）　定常状態におけるktの値 k
～
を求めなさい。

（4）　定常状態における、生産Ytの成長率、１人当たり生産Yt / Lt の成長率をそれぞ

れ求めなさい。

（5）　現在時点 t =0期において、将来の t =T>0期以降、技術水準成長率 が低下

することが予想されたとする。これが t =（T－1）期までの生産にもたらす影響

を、理由とともに２行以内で簡潔に述べなさい。その上で、現実に近づけるため

にモデルを改良するとすれば、（i）～（v）のどの式をどのように改良すべきか、

３行以内で述べなさい。
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Ⅲ　今、Ｊ国が閉鎖経済下にあるとする。Ｊ国では、資本と労働を投入して、ＡとＢ

の２財を生産している。資本と労働の価格や生産量と無関係に、財Ａを１単位生産

するためには、資本10単位と労働20単位、他方、財Ｂを生産するためには、資本

20単位と労働10単位が必要であると仮定する。また、各財を生産する部門間での

資本と労働の移動に関しては、コストがかからず瞬時に調整可能であり、Ｊ国の経

済は完全競争市場であるとする。このとき、以下の問い（1）～（6）に答えなさい。

   　なお、解答に当たっては、次の定義を用いること。

   

   

（1）　Ｊ国の均衡において、pA、pB、r、wはどのような関係で表すことができるか、

式により示しなさい。

（2）　均衡において、財Ａと財Ｂが共に生産されるためには、財の相対価格pB / pA は

どのような範囲にあるか、式により示しなさい。また、均衡において、pA=50、

pB=40であるとき、 r とwを求めなさい。

（3）　Ｊ国の資本賦存量をK=4,000、労働賦存量をL=5,000としたとき、均衡におけ

るxAとxBを求めなさい。

（4）　（3）の結果から、Ｊ国の生産可能性曲線のグラフを描いた上で、このグラフに

生産可能領域を図示しなさい。

pA、pB ：それぞれ財Ａと財Ｂの１単位当たりの価格
xA、xB ：それぞれ財Ａと財Ｂの総生産量
cA、cB ：それぞれ財Ａと財Ｂの総消費量
r ：資本のレンタル料
w ：賃金
K ：資本賦存量
L ：労働賦存量
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（5）　Ｊ国の社会的厚生関数が以下の式のように与えられているとする。この社会的

厚生関数により得られる社会的無差別曲線はどのような形状をしているか、明確

に分かるように、（4）で描いたグラフに書き加えた上で、均衡点も図示しなさ

い。また、当該均衡点において、pA=1としたとき、r、w、xA、xBを求めなさい。

　

（6）　今、Ｊ国が、ある特定の１国であるＳ国とだけ貿易を開始したとする。Ｓ国

は、Ｊ国と全く同じ生産技術と社会的厚生関数を有しているが、生産要素の初期

賦存量が異なると仮定する。すなわち、Ｊ国の資本賦存量をKJ=4,000、労働賦

存量をLJ=5,000とし、Ｓ国の資本賦存量をKS=5,000、労働賦存量をLS=4,000

とする。両国の貿易が開始された後、Ｊ国とＳ国の輸出入はどのようになるか説

明しなさい。また、その結論は、国際経済学において何という定理で呼ばれ、そ

の定理はどのような意味を持つのか述べなさい。

Ⅳ　企業１と企業２の２社からなる産業を想定する。両企業の生産する財は同質であ

り、その財に対する逆需要関数を、p（x）=60－ 12 xとする（p：当該財の価格、

x：市場全体の需要量）。また、企業１と企業２の総費用関数はそれぞれc1=x1、

c2=2x2として示されるとする（ci：企業 i の総費用、xi：企業 i の総生産量、ただ

し、 i =1,2であるため、 x=x1+x2と仮定する。）。以上の仮定を踏まえて、以下の

問い（1）、（2）に答えなさい。

（1）　企業１と企業２の最適反応関数を求めた後、クールノー均衡におけるそれぞれ

の企業の供給量と市場価格を求めなさい。

（2）　企業１がリーダー、企業２がフォロワーと仮定して、シュタッケルベルク均衡

におけるそれぞれの企業の供給量と市場価格を求めなさい。

社会的厚生関数：U=min（cA,cB）=
cA　　　（cA<cB の場合）
cA=cB（cA=cB の場合）
cB　　　（cA>cB の場合）
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財政学

次のⅠ、Ⅱに答えなさい。

Ⅰ　政府活動の費用負担に関する次の問い（1）～（3）に答えなさい。

（1） 　費用負担に関する応能原則と応益原則について説明しなさい。

（2） 　個人住民税を、応能原則と応益原則に基づいて評価しなさい。

（3） 　固定資産税を、応能原則と応益原則に基づいて評価しなさい。

Ⅱ　２人の個人Ａ、Ｂで構成される社会において、１年間の所得は、個人Ａが200万

円、個人Ｂが1,000万円とする。このとき、次の問い（1）～（6）に答えなさい。

（1）　３種類の税を考える。第１の税は、２人の個人から120万円ずつ徴収する。第

２の税は、所得に20％の税率を乗じた金額を徴収する。第３の税は、所得から

120万円の所得控除を引いて算出される課税所得に25％の税率を乗じた金額を

徴収する。各税について、各個人の納税額と負担率を計算しなさい。

（2）　消費額に25％の税率を乗じた金額を徴収する税を考える。各個人は他に資産が

なく、全ての所得を使い切って消費すると仮定したとき、各個人の納税額を計算

しなさい。また、負担構造は（1）の３種類の税と比較してどのように位置付け

ることができるか、説明しなさい。

（3）　個人Ａは全ての所得を使い切るのに対して、個人Ｂは所得のうち200万円を貯

蓄するものとする。ここで、（2）と同じ税が課されるとしたとき、個人Ｂの納税額

を計算しなさい。また、負担構造はどのようなものとなるか、説明しなさい。さ

らに、ライフサイクル仮説に基づいて考えたとき、この負担はどのように位置付

けることができるか、検討しなさい。

（4）　（3）において、個人Ａは食料品に100万円、その他の消費財に100万円を支出

し、他方、個人Ｂは食料品に200万円、その他の消費財に600万円を支出するも

のとする（いずれも税込みの支出額である。）。ここで、食料品の消費額に対して税

率1/9（約11.11％）という軽減税率が導入され、他の消費財に対しては25％の

税率のままであるとき、負担構造はどのように変化するか、説明しなさい。
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（5）　（4）において、軽減税率を導入せずに、軽減税率の下で発生する減収額と同額

の財源を用いて２人の個人に対して均等な給付を実施するとき、負担構造はどの

ように変化するか、説明しなさい。

（6）　（5）と同じ負担構造を（1）の第３の税で実現するには、税率と所得控除の額を

どのようにすればよいか。また、実際に所得控除で税負担の軽減を図る場合、ど

のような問題が発生するか。そして、その問題を克服するためにはどのような工

夫をすればよいか、検討しなさい。
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公共政策

以下に挙げる文章①～④は、歴史上において、「自治」について語られた言説のう

ちのいくつかである。

（1）　それぞれの引用の内容について、説明せよ。

（2）　それぞれの背景にある自治観を論じよ。

（3）　それぞれの自治観の異同を整理せよ。

（4）　「地方自治」や「地域自治」、あるいは「共同体的自治」は何のために必要なの

か。それらは、歴史的に見ると、どのように実践され、発展してきたのか。あな

たの見解を論じよ。

①

自由な人民の力が住まうのは地域共同体の中なのである。地域自治の制度が自由に

とってもつ意味は、学問に対する小学校のそれに当たる。この制度によって自由は人

民の手の届くところにおかれる。それによって人民は自由の平穏な行使の味を知り、

自由の利用に慣れる。地域自治の制度なしでも国民は自由な政府をもつことはできる。

しかし自由の精神はもてない。

　　　　　　　　　　　　　（トクヴィル 著（1835年）、松本礼二 訳

 「アメリカのデモクラシー　第一巻（上）」による）

②

地方自治は古来日本固有の制度にして、国民の之
これ

に慣
な

れたること久し。

（中略）

日本国民は二百五十余年の間、政権こそ窺
うかが

ふことを得ざれども、地方公共の事務に

於
おい

ては、十分に自治の事を行ひ、政府の干渉を受けざること久し。唯
ただ

維新以来、政府

の政策、恰
あたか

も逆行して、 徒
いたずら

に人を労し銭
ぜに

を費
ついや

したること多しと雖
いえど

も、近来は当局者

も聊
いささ

か自省する所あるか、更
さら

に地方の自治を奨励するものゝ
の

如
ごと

し。

　　　　　　　　　　　　　　 （福沢諭吉（1890年）「国会の前途」

 富田正文 編「福沢諭吉選集　第６巻」による）
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③

1960年代以降、日本が都市型社会に入るにつれて、シビル・ミニマムの公共保障

のため、自治体の課題また職員が量質ともに拡大して、自治体は政府として自立しは

じめ、ついに、1995年、憲法と同時にできた地方自治法の全面改定をはらむはずの

地方分権推進法の制定にいたります。官治型の明治国家の成立以来初めて、本来の《市

民自治》による生活権の保障を起点とした分権化が、ようやく政治日程にのぼってき

たわけです。

 （松下圭一（1998年）「政治・行政の考え方」による）

④

共同体的自治に法が不介入を貫くと、共同体内部の社会的専制に対し個人は救済の

道を断たれてしまう。個人と国家との間に介在する様々な中間共同体が強い社会的政

治的実力をもつ現代日本社会にも、この危険は遍在している。かかる中間共同体は自

らの集団的利益を保護してくれる行政の介入は熱心に求める（中略）が、その内部で

侵害される個人の権利を救済するための司法的介入は強く拒否する傾向がある。

 （井上達夫（2003年）「法という企て」による）
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